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 本工事は、入札を原則として電子入札シス
テムで行う対象工事であり、阪神高速道路株
式会社ホームページに掲載の電子入札運用基
準を適用する。なお、例外的に電子入札によ
りがたい者は、競争参加資格確認申請書及び
添付書類（以下「申請書等」という。）の提出
時までに、同基準に基づき阪神高速道路株式
会社（以下、旧阪神高速道路公団を含め、「阪
神高速」という。）の承諾を得て紙入札方式に
よることができる。
ただし、紙入札方式は一般書留、簡易書留
又は民間事業者による信書の送達に関する法
律第２条第６項に規定する一般信書便事業者
若しくは同条第９項に規定する特定信書便事
業者による同条第２項に規定する信書便（以
下「郵送等」という。）による入札のみとし、
直接（持参）入札は認めない。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥの対象工事である。
 本工事は、週休２日化を促進する試行工事
（受注者希望方式）である。（週休日は、現場
閉所とする）
なお、受注者は、週休２日について施工計
画書に記載し監督員に提出するものとする。
また、週休２日の取得実績に応じて、工事成
績評定で加点評価する。

２ 競争参加資格
 阪神高速道路株式会社契約規則（平成23年
阪神高速規則第10号）第６条の規定に該当し
ない者であること。
 開札時に阪神高速における「電気通信」に
係る平成29・30年度の一般競争参加資格の認
定を受けていること。
なお、会社更生法（平成14年法律第154号）
に基づき更生手続開始の申立てがなされてい
る者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、阪神高
速が別に定める手続に基づく一般競争参加資
格の再認定を受けていること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 地域要件は指定しない。

 平成15年度以降（過去15年度）に、元請け
として、下記に示す工事の施工実績（完成し
引渡しが済んでいるものに限る。以下同じ。）
を有すること。なお、共同企業体としての施
工実績の場合は、出資比率が20％以上の場合
のものに限る。
また、阪神高速が発注した工事の場合は工
事成績評定点が65点未満の工事は施工実績と
して認めない。国、地方公共団体及び公共工
事の入札契約の適正化の促進に関する法律第
２条第１項の政令で定める法人（以下「他の
機関」という。）が発注した工事の場合は、他
の機関が施工実績として認めない点数の工事
も施工実績として認めない。
下記に示す、両方の施工実績を有する
こと。
 道路交通管理中央処理システム（交通管
制、トンネル防災、料金収受、施設管制、
電力遠制、総合防災のシステムの中央装置）
の製作
 道路交通管理中央処理システム（交通管
制、トンネル防災、料金収受、施設管制、
電力遠制、総合防災のシステムの中央装置）
の工事（設置、調整、補修、改修のいずれ
か）
なお、本工事における「製作」の定義は、
自社で製作又はシステム構築（機器（ソフト
ウェア除く）を調達し、発注者にて求める仕
様にカスタマイズ及びシステムとしての総合
試験を実施することをいう。）し、納入した実
績工事をいい、単に機器（ソフトウェア含む）
を調達し、設置した工事は除く。製作実績に
ついては、内容のわかる資料を添付のこと。
 下記３に示す本工事における技術提案
（技術的所見）を記載した技術提案書及び品
質確保のための体制に関する内容を記載した
品質確保体制確認書が適切であること。（詳細
は入札説明書参照）
 阪神高速が発注した工事のうち、過去２年
度（平成28年度及び平成29年度）に完成し引
渡した工事の実績がある場合は、平成28年度
及び平成29年度の工事成績評定点の平均が２
年連続で65点未満でないこと。
 次に掲げる基準を満たす監理技術者又は主
任技術者（以下「監理技術者等」という。）を
本工事の現場着手時から専任で配置できるこ
と。

なお、現場着手をしていない期間は必ずし
も専任の義務はなく、現場の作業に配置する
監理技術者等と同一でなくてもよい（現場着
手時期は平成31年６月頃を予定している。）。
また、現場施工をしていない期間に配置す
る監理技術者等は、次に掲げる基準のうち下
記の資格及び下記の工事経験を有してい
なくともよい。
 下記に示すいずれかの資格を有する者、
又はこれと同等以上の資格を有するものと
国土交通大臣が認定した者であること。
・建設業法の許可業種「電気通信」にかか
る資格を有する者であること。

 平成15年度以降（過去15年度）に、元請
けの現場代理人、監理技術者、主任技術者
又は担当技術者として、下記に示す工事の
工事経験を有する者であること。評価対象
期間に産前休業、産後休業、育児休業、介
護休業及び傷病休業を取得した場合は、休
業期間に応じて工事経験として求める期間
を１年単位で延長するための申請を行うこ
とができる。なお、工事経験の取り扱いは、
上記の施工実績の取り扱いに同じ。
・道路交通管理中央処理システム（交通管
制、トンネル防災、料金収受、施設管制、
電力遠制、総合防災のシステムの中央装
置）の工事（設置、調整、補修、改修の
いずれか）

 監理技術者の配置が必要となる工事の場
合、配置予定技術者は、監理技術者資格者
証及び監理技術者講習修了証を有する者で
あること。
 専任の監理技術者等にあっては、入札参
加希望者と直接的かつ恒常的な雇用関係に
あること。なお、恒常的な雇用関係とは、
申請書等提出日以前に３か月以上の雇用関
係にあることをいう。
 申請時において配置予定技術者が確定し
ていない場合、現場着手時までに、上記～
の条件を満たす技術者を配置すること。
また、配置予定技術者の申請に替えて別に
定める誓約書を提出すること。

 申請書等の提出期限日から開札時までの期
間に、阪神高速道路株式会社競争参加停止等
取扱要領に基づく競争参加停止措置（以下「競
争参加停止措置」という。）を受けていないこ
と。

 申請書等の提出期限日から開札時までの期
間に、阪神高速道路株式会社暴力団等排除措
置規則に基づく入札等除外措置を受けておら
ず、かつ、同規則別表に掲げる措置要件のい
ずれにも該当しないこと。
 本工事に係る設計業務等の受託者又は当該
受託者と資本若しくは人事面において関連が
ある建設業者でないこと。なお、本工事に係
る設計業務等の受託者が設計共同体である場
合は、設計共同体の各構成員又は当該構成員
と資本若しくは人事面において関連がある建
設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に、資本関
係又は人的関係がないこと。（詳細は入札説明
書参照）

３ 総合評価落札方式に関する事項
 落札者の決定方法 入札参加者は、価格を
もって入札し、下記の評価項目の評価に応
じて付与する点数及び品質確保のための体制
の評価に応じて付与する点数などからなる技
術評価点、並びに入札価格を点数評価した価
格評価点から、総合評価値［総合評価値＝技
術評価点＋価格評価点］を算出し、次の条件
を満たす総合評価値の最も高い者を落札者と
する。
 入札価格が契約制限価格の制限の範囲内
であること。
 申請書等が適切であること。
なお、総合評価値の最も高い者が２者以上
あるときは、くじ引きにより落札者を決定す
る。
 評価項目及び評価点 各評価項目と評価点
（最大点）の内容を以下に示す。なお、具体
的な技術的要件及び入札の評価に関する基準
等、詳細については入札説明書を参照するこ
と。
イ）技術提案（技術的所見）に関する事項（最
大25点） コスト縮減提案に関する評価点
がある場合はこれに加点
ロ）品質確保のための体制に関する事項（最
大30点）

 技術提案書等の履行に関する事項 技術提
案書及び品質確保体制確認書（以下「技術提
案書等」という。）に記載した内容は、契約書
に添付のうえ履行すること。（詳細は入札説明
書参照）
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